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31．全市の状況 ①人口の推移・推計 3

〇人口は既にピークを過ぎ、今後は減少局面となる。
〇高齢化率は今後も上昇傾向、15年後の2040年には3人に1人が65歳以上と推
計される。

資料：国勢調査（各年）／横浜市政策局「横浜市の将来人口推計」

■総人口、３区分人口、65歳以上高齢化率の推移（横浜市）



4１．全市の状況 ②世帯の推移・推計 4

〇世帯総数は5年後の2030年をピークに、漸減傾向と推計されている。
〇夫婦と子供からなる世帯は今後10万世帯以上減少する。一方、単独世帯は今後

10年増加、その後も一定のボリュームを維持する見込み。

資料：国勢調査（各年）／横浜市政策局「横浜市の将来人口推計」

■総世帯数、家族類型別世帯数の推移（横浜市）
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5２．要配慮者 ①低額所得世帯の推移、居住状況 5

〇この20年間で、年収300万円未満世帯は、微増の傾向にある。
〇年収300万円未満世帯でも世帯主年齢が上がるにつれ持ち家率が上がるが、55～

64歳の３割超、65歳以上では２割弱が民営借家に住んでいる。

■年収別世帯割合の推移（横浜市） ■年収300万円未満世帯の世帯主年齢と住宅の所有
関係（横浜市）

資料：総務省 住宅・土地統計調査（各年）

35.5％

17.9％



6２．要配慮者 ②生活保護受給世帯の推移 6

〇2023年時点で、被保護世帯は約5.6万世帯、人数は約6.9万人であり、被保護世
帯率は31.1パーミル（3.11％）。

〇被保護世帯数は増加傾向にあるが、人員は2015年から減少傾向にある。
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■被保護世帯数、世帯人員、保護率の推移（横浜市）



7２．要配慮者 ③生活保護受給世帯の内訳 7

〇高齢単身が47.0％、高齢者複数世帯が3.7％と、被保護世帯の５割は高齢者世
帯となっている。

〇次いで障害者世帯が17.6％が多い。
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（n=55,924） 資料：建築局調べ

■被保護世帯の内訳（横浜市）



8２．要配慮者 ④生活保護受給世帯の居住状況 8

〇非保護世帯の約半数が民間賃貸住宅に居住している。
〇公営住宅に居住する非保護世帯は約15％、高齢者世帯が最も多い。

資料：令和６年度被保護者調査

■被保護世帯の居住状況（横浜市）
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9２．要配慮者 ⑤高齢世帯数の推計 9

〇2025年時点で、高齢者単独世帯は44.3万世帯。今後25年間で15.1万世帯増
加し、2050年には59.4万世帯でピークを迎えることが予測される。

資料：横浜市政策局「横浜市の将来人口推計（２０２０（令和２）年基準時点）」

■高齢者世帯数の推計
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10２．要配慮者 ⑥高齢世帯数の推移・推計 10

〇この20年間で高齢単身世帯は約2.7倍、夫婦のみの世帯で約2.2倍増加した。
〇高齢単身世帯のうち３割強は借家に居住する。
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資料：総務省「平成５年住宅統計調査」「平成10・15・20・25・30・令和５年住宅・土地統計調査」

■高齢単身世帯数の推移（横浜市） ■高齢夫婦のみ世帯数の推移（横浜市）



11２．要配慮者 ⑦高齢世帯の収入状況 11

〇年収300万円未満の世帯の割合は、一般世帯を含む市全体では25％程度だが、
高齢者世帯は３～７割を占め、高齢者世帯の収入の低さが現れている。

〇持家に住む世帯よりも借家に住む世帯のほうが収入が低い。
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資料：総務省「令和５年住宅・土地統計調査」

■所有関係別高齢者世帯の収入（横浜市）



12２．要配慮者 ⑧中年単身世帯数の推移・年齢 12

〇中年単身世帯数が増加、今後も一定ボリュームを占め続ける。
〇民営借家に住む単身世帯は若年層が減り、プレシニア・シニア層が増加。

■中年単身（30～49歳）世帯数の推移
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13２．要配慮者 ⑨中年単身世帯の住まい方の変化 13

〇従来は年齢が上がると持家率が向上していたが、近年、30～50歳代の持家率が
低下し、30年前の水準に留まる。

〇一方では、直近15年で30～50歳代の借家率が拡大している。

■年代別住宅の所有関係■年代別持ち家率の推移（横浜市）

資料：住宅・土地統計調査（各年）
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〇アンケート結果によると、35～60歳の単身世帯の1/4は不安定雇用の状況。
〇持ち家以外で特に非正規職の人は、今後、家賃を払えなくなることに対する不安が
大きい。

資料：(公財）横浜市男女共同参画推進協会『横浜市の単身世帯の住まいの状況・ニーズ調査報告書』（2023.3）

■調査対象
・横浜市内在住の 35 歳～60 歳の一人
暮らしの就労中の方

・年収 180 万円～600 万円の女性・男
性それぞれ250名

・アンケートモニタ登録者

■調査結果
・正規56％、派遣社員＋パートアルバイト

25％
・年収300万円以下33％、300～400
万円34％

・民間賃貸住宅居住は68.2％、女性の
方が持家比率がやや高い

・家賃や住宅ローンなどの住居費は「6～9
万円未満」が40%

■今後の住まいについて不安に思うこと（持家以外）

２．要配慮者 ⑩将来のSN層予備軍化の懸念



15２．要配慮者 ⑪20～40代人口の推移 15

〇昨年（令和７年）、 20～40 代が17,545人の社会増となり、過去20年で最
大の社会増であった。

資料：令和７年中の人口動態（速報）R8.1.7

■人口増減の推移（横浜市）



16２．要配慮者 ⑫子育て世帯数の推移 16

〇子育て世帯数の2000年から2020年までの動態は区ごとにばらつきがある。

■同（指数）

資料：国勢調査（各年）
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■18歳未満の世帯員のいる世帯数の推移（実数）
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〇夫婦のみ世帯を含む子育て関連世帯数※は2020年以降減少傾向にある。
〇45年後の2070年には、2025年の７割程度のボリュームとなる見込み。

※子育て関連世帯：いずれも世帯主年齢20～49歳の世帯

２．要配慮者 ⑬子育て関連世帯数の推計

資料：横浜市推計
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18２．要配慮者 ⑭子育て世帯の持ち家・民営借家等の状況 18

〇子育て中の夫婦と子の世帯では、約７割が持ち家、約２割が民借に住んでいる。
〇一方、子育て中の一人親と子の世帯は、持ち家と民借が４割程度ずつに二分され
る。公的賃貸住宅に住むのは約１割程度となっている。

■親と子からなる世帯の居住状況

資料：総務省「令和５年住宅・土地統計調査」
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※子育て関連世帯：家計を主に支える者の年齢20～49歳の世帯



19２．要配慮者 ⑮子育て世帯の収入状況 19

〇「夫婦と⼦供から成る世帯」及び「夫婦と⼦供とその他親族から成る世帯」では、年収
500 万円以上の世帯が約75％を超えているが、「⼀⼈親と⼦供から成る世帯」では
年収100〜300万円の世帯で30％超を占める。

〇一人親世帯の年収が低いことが示された。
■家族類型別世帯の収入（横浜市）
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100万円未満 100～200 200～300 300～400 400～500 500～700 700～1000 1000万円以上

(n=436,400)

(n=21,700)

(n=117,400)

資料：総務省「令和５年住宅・土地統計調査」



20２．要配慮者 ⑯障害者数の推移（障害者手帳交付数） 20

〇障害者手帳交付数は年々増加しており、2023年時点で18万人を超え、20年前の
約1.7倍となっている。

〇その内訳は、身体障害者 約9.7万人、精神障害者 約５万人、知的障碍者 約
3.7万人となっている。
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■障害者手帳交付数の推移（横浜市）



21２．要配慮者 ⑰外国人の居住状況 21

〇外国人世帯が25年間で倍化する中で、「間借り」や「住宅以外に住む」など居住が
不安定な外国人も倍化している。

資料：国勢調査（各年）

7,295

9,352

9,922

9,334

12,821

19,160

2,194

2,536

3,568

3,804

5,656

8,322

938

1,443

2,126

2,584

3,122

3,759

1,181

1,041

972

875

998

2,119

584

805

1,004

830

994

2,977

1,303

1,247

1,314

1,260

1,337

1,199

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

1995年 (平成7年)

(n=13,495)

2000年 (平成12年)

(n=16,424)

2005年 (平成17年)

(n=18,906)

2010年 (平成22年)

(n=18,687)

2015年 (平成27年)

(n=24,928)

2020年 (令和2年)

(n=37,536)

（世帯）

民営の

借家

持ち家 公営の借家・

公団・公社の借家

給与住宅 間借り 住宅以外に

住む一般世帯

約２千世帯

約４千世帯

■外国人世帯の住宅の所有関係

約2.8倍



公的賃貸住宅や民間賃貸住宅
のデータや取組



23３．公的住宅 ①公営を含む施策住宅のボリューム 23

〇公的賃貸住宅は現在、市内に約10万戸。
〇事業期間終了に伴い、借上げ住宅は今後減少見込み。SN住宅で補完していく必
要がある。

資料：公的賃貸住宅管理戸数（令和７年３月31日時点）

■公的賃貸住宅の内訳（N=101,578）
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■住宅セーフティネットの受け皿イメージ
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SN登録住宅

借上住宅：今後減少

SN登録住宅（家賃補助・
サポ住含）：今後増加

現在 将来



24３．公的住宅 ②公営と公的借家比率 24

〇公営住宅の割合は、他の政令市と比較するとやや少ない。
〇UR・公社の公的住宅まで含めて4.6％になる。

資料：令和５年住宅・土地統計調査

■公営と公的借家比率（政令市比較）

2.7% 2.5% 2.3%
1.4%

2.1% 2.6% 2.2% 2.2%
1.5% 1.4%

2.5%
1.5%

4.9%

2.4%

5.1% 5.1% 5.3%

1.4%

3.5%

5.3%

3.5%
4.1%

1.1%
0.4% 0.3%

1.1%

5.2%

2.0% 2.3%

1.0%
1.5%

0.1%

0.1%

1.8%

1.6%

1.8%

3.8% 3.1%

0.1%

2.1%

3.2%
3.8%

2.9% 2.7% 2.5%

7.3%

4.5% 4.6%

3.1% 3.0%

1.4%

2.6%

1.5%

6.7%

4.0%

7.0%

9.0%
8.4%

1.4%

3.7%

7.4%
6.8%

4.1%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

全
国

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

特
別
区
部

横
浜
市

川
崎
市

相
模
原
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

熊
本
市

UR・公社

公営住宅



25３．公的住宅 ③市営住宅入居世帯数の推移 25

資料：建築局調べ
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〇この20年間で約２万人減少する中、65歳以上単身世帯の比率が高まっている。
〇高齢化等により、入居者の義務となっている共用部の管理も困難な状況が生じて
いる。

〇コミュニティの担い手不足から、若い世代の入居促進を求める声もある。

■市営住宅 入居者・世帯数推移 ■市営住宅 単身世帯数・割合

（人・世帯） （人/世帯）

（世帯）



26３．公的住宅 ④市営住宅入居者の年齢 26

資料：建築局調べ

〇入居者の年齢構成は、高齢化が進行している。20年前（H16）時点で70歳以
上が約２割であったが、直近（R6）では５割弱を占める。

〇直近の市民全体の70歳以上約２割と比べても、乖離が大きい。
■市営住宅 年代別割合（H16末時点）
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■市営住宅 年代別割合（R6末時点）
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27３．公的住宅 ⑤市営住宅の住宅別倍率の偏在 27

〇高倍率の住宅は概ね、徒歩圏で築
後年数30年以内が多い。

〇バス便で30年超は低倍率の傾向。
住宅名称

応募倍率
*1

交通
築後年数

*2
構造 戸数規模

寿町スカイハイツ 73.22 徒歩6分 9 高層 80
市営ビューコート小港 64.78 バス 31 高層 50
市営南日吉住宅 49.60 徒歩10分 21 中耐 91
市営ベイサイド新山下 48.69 バス 44 中耐 5
市営鶴見中央住宅 48.67 徒歩10分 25 高層 23
市営矢向住宅 48.50 徒歩5分 51 中耐 50
中村町南 46.75 徒歩13分 22 中耐 58
市営鶴ヶ峰南住宅 45.89 徒歩3分 26 中耐・高層 207
コンフォール南日吉 43.71 徒歩10分 18 高層 114
エムズ長者町 43.60 徒歩1分 28 高層 26
日吉本町ハイツ 41.78 バス 31 中耐 57
大豆戸町 40.71 徒歩9分 27 中耐 42
市営箕輪住宅 40.50 徒歩14分 42 高層 52
ブリッジレジデンス鶴見 40.14 徒歩3分 24 高層 20
今宿ハイツ 1.19 バス 38 中耐 430
コリンデエスポワール 1.00 徒歩18分 31 中耐 10
パークヒル瀬谷 1.00 徒歩20分 29 高層 11
市営名瀬住宅 0.98 バス 50 中耐 360
市営西原グリーンハイツ 0.92 徒歩19分 38 中耐 64
市営南台ハイツ 0.92 バス 46 中耐・高層 1,189
市営谷津田原住宅 0.90 0 30 0 0
グリーンファーム秋葉 0.83 徒歩25分 28 中耐 11
市営新橋住宅 0.65 徒歩12分 37 中耐 114
市営瀬谷南住宅 0.65 バス 38 中耐 60
サン・三ツ沢 0.60 徒歩12分 31 中耐 15
セントラルヒルズ参番館 0.33 徒歩15分 27 中耐 11
Fujiビューグランドハイツ 0.10 徒歩16分 31 中耐 13
市内全域（住宅の指定なし） 0.98 0 - - -
十日市場駅前 0.00 徒歩5分 42 高層 16
市営上飯田住宅 1.24 徒歩20分 62 中耐 1,404
市営勝田住宅 4.80 徒歩15分 60 中耐 1,534
市営ひかりが丘住宅 2.93 バス 58 中耐 2,325
洋光台 6.20 徒歩7分 55 中耐 650
野庭 2.12 バス 54 中耐 3,294
市営南台ハイツ 0.92 バス 46 中耐・高層 1,189

大
規
模
市
営

低
倍
率

高
倍
率

＊1：R2.4～R6.10の全20回の応募状況 ＊2：各団地の最も早い棟の建築年を採用



28３．公的住宅 ⑥市営住宅の応募倍率、辞退率 28

〇応募倍率は全体として低下傾向。募集区分により倍率の高低差がある。
〇辞退率はR4年のピークを経て、直近では３0％程度に下落している。
〇希望する住宅でないことが辞退の大きな理由となっている。

■応募倍率（H27.4～R7.4）、辞退率（H30.4～R7.4）
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■辞退理由（H30.4～R7.4）
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29３．公的住宅⑦市営住宅の子育て世帯支援、コミュニティ支援 29

〇入居を促進したい子育て世帯については選考倍率を優遇している（優遇倍
率３倍、条件を満たす住宅には20倍）。

〇市営住宅団地のコミュニティ支援として、令和７年度より「共益費代行管
理徴収制度」を開始した。

■共益費代行管理徴収制度■子育て世帯の入居促進に向けた取組

入居者の負担を軽減するために、各住宅管
理運営委員会ごとにメニューを選択し、市が
入居者の皆様から費用を踏襲し、共用部分の
管理を行う制度。
指定管理者が代行管理することにより、事

務費等が付加される。

制度利用住宅
令和７年度～ ３住宅
令和８年度～ ５住宅予定

選択可能メニュー
①公共料金の支払い
②共用部分の清掃
③排水管清掃
④中低木のせん定・草刈り等
⑤照明の管球交換
⑥不法投棄物の処分
⑦入居者の費用負担となる共用部分の修繕等
※選択メニューは住宅管理運営委員会により異なる。

●子育て世帯への選考倍率の優遇（３倍、20倍）
区
分

優遇項目 要件 優遇の扱い

特
認
Ｂ
組

母子世帯
父子世帯

現に戸籍上配偶者がいない方
とその同居している親族が子だ
けであり、20歳未満の子がい
る世帯。また上記以外世帯で
60歳以上の親族を扶養してい
る世帯 当選率は

一般組の３
倍子育て世

帯
同居者に中学卒業までの子が
いる世帯

多子世帯
入居しようとする親族（配偶者
を除く）に18歳未満の子が３人
以上いる世帯

特
認
Ｃ
組

子育て支
援

（対象住宅
限定）

同居者に中学校卒業までの子
がいる世帯
（申込まれた住宅が対象住宅でな
い場合は、特認B組（子育て世帯）
の3倍優遇または、一般組で受け
付け）

当選率は
一般組の20
倍



30３．公的住宅 ⑧市営住宅の入居者や自治会に対する支援 30

〇市営住宅の指定管理者が、自治会や入居者支援を実施。
〇買い物支援、見守り、交流促進などに留まらず、スタッフの資質向上の取組もあり。
■共通して行われている支援等

■A社の取組 ■B社の取組 ■C社の取組

入居者対応
○傾聴 ○平等中立
○ホスピタリティ
○前向きな受け止め

安否確認等
○関係機関との連携
（地域ケアプラザ等）
○スタッフの福祉資
格取得推進 等

管理事務所のバリア
フリー化

○段差解消、引戸化
○コミュニケーショ
ンボード設置 等

○75歳以上高齢者支援
（年４回訪問、巡回時
ポスト確認等）
○移動販売、マルシェ、
キッチンカー誘致 等
○独自の連絡先マグ
ネットの作成・配布
○認知症講習会、健康
相談ダイヤル

                        等

○ライフサポーターの
訪問
○地域の高齢者・障害
者等支援NPOに対し
助成金制度を創設、活
動支援
⇒NPOが入居者に対し
見守り活動、ふれあい
喫茶、ゴミ出し等家事
援助を実施 等

○自治会加入支援（４
か国語対応のリーフ
レット）
○自治会向け勉強会
○移動販売、自販機導
入等
○空店舗を活用しコ
ミュニティ拠点を開設
○自治会の相談役とな
り継続的な運営支援等



31３．公的住宅⑨市営住宅の住宅改善や建替えによる機能向上 31

■尾張屋橋住宅の建替え■ひかりが丘住宅のEV後付け

〇住戸改善によるEV設置等の機能向上。
〇高齢者等配慮対策等級３以上のバリアフリー化、ZEH-M以上の断熱性能確保。

■施設機能比較

建替前 建替え後
住戸タイプ ２ＵＫ １Ｒ、１ＤＫ、２ＤＫ、３ＤＫ
住戸数 ４０戸 ４５戸
エレベーター なし １基（各階に停止）
駐車場 なし ５台
バリアフリー化 手すりなし ・玄関・便所・お風呂等に手すり設置

・浴室の入口の段差解消
浴槽・脱衣室・
洗面所

なし ・ユニットバスの設置
・浴室に隣接し洗面所・脱衣所を設置

給湯器 なし（入居者
が自ら設置）

浴室・台所・洗面所の３点給湯を設置



32３．公的住宅 ⑩市営大規模団地の取組 32

【概 要】以下の２事業をＰＦＩ事業として実施する
野庭住宅
（Ｉ街区）

野庭住宅
（Ｊ街区）

整備戸数 130戸→130戸 380戸→370戸
構造種別 RC造 RC造
建築年次 昭和50年 昭和50年

事業内容
市営住宅等整備
入居者移転支援

市営住宅等整備
入居者移転支援
維持管理
余剰地活用（付帯事業）

事業手法 BTa方式
(Build Transfer assist)

BOTa方式
 (Build Operate

Transfer assist）

・「野庭住宅・野庭団地 みらいビジョン」を参考に提案
を求め、高齢者や若い世代が住み続けたいまちづくり
を図る。
・ミクストコミュニティの提案を求め、多世代が住まい交
流できる場や仕掛けづくりを行う。
・Ｊ街区では地域課題の解決に資する余剰地の活用
提案を求め、にぎわいや生活利便性の向上等を図る。

【特 徴】

Ｊ街区

余剰地創出
（約5,000㎡）

Ⅰ街区



33３．公的住宅 ⑪公的賃貸住宅等の対応範囲＜現状＞ 33

戸数は令和７年度（★は令和６年度末、☆は令和4年度末）
※ 実際の家賃額から主要な範囲を表示

単身世帯 一般世帯 子育て世帯 高齢者世帯 障害者世帯等

セーフティネット住宅
（11,442戸）
居住サポート住宅
（10戸）
家賃補助付き
セーフティネット
住宅
（335戸）
家賃補助付き
居住サポート
住宅
（0戸）

市営住宅（31,073戸）
県営住宅（17,742戸★）

サービス付き
高齢者向け

住宅
（5,493戸）

１万円

6万円

12万円

30万円
民間賃貸住宅
による補完

高齢者向け
優良賃貸
住宅
(2,765戸)
(参考：県０戸)

市営住宅のうち高齢者用

UR都市機構賃貸住宅
（43,454★）

子育て世帯向け
地域優良賃貸住宅
（284戸）

ヨコハマ・りぶいん
（R6終了）

URのうち
高齢者向け
優良賃貸住
宅
(1,288戸☆)

〇市営住宅内訳
・公営住宅 直接建設 25,988戸

借上 3,941戸
・改良住宅 1,144戸

〇内訳
・直接建設型（シルバーハウジング
プロジェクト（SHP）等）

929戸
・借上型（シニアりぶいん）

3,155戸

〇車いす用
・直接建設 104戸

市住宅供給公社
賃貸住宅（631戸★）
県住宅供給公社
賃貸住宅（17,726戸★）

費
用
負
担
（
月
額
）※

１



34３．公的住宅 ⑫施策住宅の概要と推移 34

ヨコハマ・りぶいん 高齢者向け
優良賃貸住宅 子育てりぶいん セーフティネット

住宅
家賃補助付き

セーフティネット
住宅

サービス付き
高齢者向け住宅

根拠法令
特定優良賃貸住宅の
供給の促進に関する
法律

・高齢者の居住の安
定確保に関する法律
（すまい法）
・地域優良賃貸住宅
制度要綱

地域優良賃貸住宅
制度要綱

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の
供給の促進に関する法律
（住宅セーフティネット法）

高齢者の居住の安定
確保に関する法律

事業開始年度
昭和61年度

※新規供給は平成
16年度募集で終了

平成12年度
※新規供給は令和５
年度募集で終了予定

平成24年度
※新規供給は平成
29年度募集で終了

平成29年度 平成30年度 平成23年度

管理終了年度
～令和６年度

※認定期間：20年
（一部15年）

～令和27年度
※認定期間：20年

～遅くとも
令和15年度

※認定期間：10年
― ― ―

制度対象者 中堅所得
ファミリー世帯

低所得
高齢者世帯

低所得
子育て世帯 住宅確保要配慮者 低所得

住宅確保要配慮者 高齢者世帯

家賃補助 ○ ○ ○ ○

その他補助 整備費補助
・改修費補助
（国の直接補助～令和７年度(予定)）
・見守りサービス補助

整備、改修費補助
（国の直接補助）

供給戸数
（R6.3末時点） 176戸 2,683戸 312戸 10,672戸 288戸※ 5,426戸



居住サポート住宅
（令和７年10月～）

セーフティネット住宅
（平成29年～）

35４．民間賃貸住宅 ①SN住宅・居住サポート住宅 35

■市内の居住サポート住宅（第１号）

資料：国交省パンフレット

登録住宅
住宅確保要配慮者の入
居を拒まない住宅

11,239戸

専用住宅
住宅確保要配慮者のみ
が入居できる住宅

651戸

家賃補助付
きSN住宅

国・県・市が家賃補助を
行う

321戸

高齢者、低所得者、子育て世
帯、障害者、被災者など、住ま
いの確保に特に配慮が必要な
方の入居を拒まない民間賃貸
住宅です。
国の「住宅セーフティネット制

度」に基づき、横浜市に登録さ
れた物件です。

資料：建築局調べ（R8.3）

●所在 横浜市神奈川区菅田待ち
●交通 市営地下鉄ブルーライン片

倉町駅徒歩17分 又は、バ
ス6分、徒歩5分

●築年数 築１年１ヶ月
●賃料 8～14万円
●共益費・管理費 2～4万円
●サポート内容

①１日１回、通信機器による安否
確認

②１ヶ月１回、訪問＆１時間の生活
支援

③福祉サービスへのつなぎ
※サポート費用19,800円

■市内のセーフティネット住宅

資料：国交省パンフレット



3636

資料：住宅・土地統計調査（各年）

■民営借家家賃の推移（横浜市）

77,730

80,554

74,632
73,691 73,290

71,429

82,862

80,561
79,429

83,885

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

2008

（H20)

2013

（H25）

2018

（H30)

2023

（R5)

（円）

民営借家 木造 非木造

＋2,824

＋4,456

〇直近５年で、民営借家の家賃は
3,000円弱、非木造物件では
4,500円程度上昇している。

〇民賃家賃は都心部のほか、港北
ニュータウンや青葉区の東急線沿
線、東戸塚駅周辺等で相対的に
高くなっている。

資料：アットホーム不動産情報ネットワーク加盟・利用不動産店の2025年８
月時点データを加工

■町丁目別民間賃貸住宅平均賃料

４．民間賃貸住宅 ②家賃高騰



居住支援にかかるデータや
取組み



38５．大家の拒否感 38

〇平成30年度調査では、高齢者に対して約８割の大家に拒否感あり。
〇令和３年度調査では約７割となっているが、依然として拒否感は高止まり。

資料：（公財）日本賃貸住宅管理協会（平成３０年度）家賃債務保証業者の登録制度等に関する実態調査報告書
令和３年度 国土交通省調査 https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001708224.pdf

■令和3年調査■平成30年調査



39６．居住支援の取組 ①居住支援協議会、住まいの相談支援事業 39

●生活困窮者自立支援法の改正により、自立相談支援機関にお

いて住まいの相談支援事業を行うこととなった。

●本市では健康福祉局が自立相談支援機関を18区で直接運営。

●令和８年度より、健康福祉局が住まいの相談支援事業を、よ

こはま住まいサポート相談窓口を運営している横浜市住宅供

給公社に委託。

■相談対応の流れ

●令和元年度～

相談窓口の開設

●令和４年度～

よこはま居住支援サポーター登録制度の開始

・支援系サポーター、受入系サポーター

・サポーターは８団体（令和７年度末）

相談窓口とサポーターが連携し、要配慮者

の住まい探しに伴走し、解決につながる事

例も増加。

資料：厚生労働省 居住サポート住宅制度 令和７年６月全国説明会資料

横浜市居住支援協議会の取組
（よこはま住まいサポート）

生活困窮者自立支援法改正（R7.4施行）に
よる住まいの相談支援機能の強化



低額所得者 高齢者 障害者 外国人 子育て

NPO法人 かながわ外国人すまいサポートセンター ● ● ● ● ● ● ●

一財 高齢者住宅財団 ●

一社 家財整理相談窓口 ● ● ● ● ● ●

ホームネット株式会社 ● ● ●

一社 生涯現役ハウス ● ● ● ● ● ●

社福 横浜市社会福祉協議会 ●

横浜市住宅供給公社 ●

NPO法人 横浜市まちづくりセンター ● ● ● ● ● ● ●

株式会社あんど ● ● ● ● ● ● ●

川崎ロイヤル株式会社 ● ● ● ● ● ● ● ●

社福 真愛 居住支援ウェル ● ● ● ● ● ● ●

生活クラブ生活協同組合 ● ● ● ● ● ● ●

NPO法人 DV対策センター ●

一財カルチュラルライツ ● ● ● ● ● ● ● ●

株式会社はまいろ ● ● ● ● ● ● ● ●

NPO法人さくらんぼ ●

中高年事業団やまて企業組合 横浜支店 ●

株式会社YOROZUYA ● ● ●

有限会社ヤマカプランニング ● ● ● ● ●

公社かながわ住まいまちづくり協会 ● ● ● ● ●

18 12 7 11 13 10 9 13

市協議会
居住支援

法人
支援対象（代表例）サポー

ター

40６．居住支援の取組 ②市内の居住支援団体等 40

横浜市居住支援
協議会会員

神奈川県
指定

横浜市登録
サポーター



41６．居住支援の取組 ③居住支援サポーター制度 41

〇相談窓口と連携して居住支援を実施する「居住支援サポーター」制度を創設。令和
２年度モデル実施、令和５年度から本格実施。

○相談者は福祉的・複合的課題を抱え、対応に苦慮している。
○サポーターには少額の謝金で依頼しており、事業の継続性が不安定。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

相談件数 284件 445件 1,167件 2,003件 2,381件 2,125件 2,284件

サポーター等連携 ー 61件 111件 36件 97件 144件 125件

登録サポーター 支援内容
受入系 支援系

NPOかながわ外国人すまいサ
ポートセンター ー ●

（有）ヤマカプランニング ● ●

（一社）生涯現役ハウス ー ●

（一社）カルチュラルハイツ ー ●
（公社）かながわ住まいまちづ

くり協会 ー ●

川崎ロイヤル（株） ● ●

（株）はまいろ ー ●

（株）YOROZUYA ● ●



国や他都市の取組み等



43７．国の動向 ①改正住宅SN法の概要 43

資料：令和７年度居住支援サミット資料（R8.1）



44７．国の動向 ②改正住宅SN法の概要 44



45７．国の動向 ③改正住宅SNの概要やサポ住の制度解説 45



46７．国の動向 ④改正生活困窮者自立支援法の住まい相談 46

資料：社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第２９回）（R6.5.16）



47７．国の動向 ⑤改正生活困窮者自立支援法の住まい相談 47

資料：社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第２９回）（R6.5.16）



48７．国の動向 ⑧高齢者福祉施策における住まい支援の位置づけ（新） 48



49８．他都市の動向 ①SN登録住宅への補助実施自治体 49



50８．他都市の動向 ②東京都あんしん居住制度 50

〇「見守りサービス」「葬儀の実施」「残
存家財の片付け」により住み慣れた住
宅、住み続けたい地域でのあんしん
生活をを支える。

〇預り金タイプに加え、月払いタイプも展
開。

■A見守りサービス

資料：東京都防災・建築まちづくりセンターHP、パンフレット（R6.7）

・死亡連絡の受信
・葬儀実施方法等を確認
・仮想許可書申請
・病院等から火葬場への搬送
・火葬
・遺骨の引き渡し 等

・死亡連絡の受信
・家財片付け方法等を確認
・家財の状況確認（立ち合い）
・片付け

■預り金タイプ
A見守りサービス 55,700円/年
B葬儀の実施 352,000円（契約時）
C家財の片付け 154,000円（～20㎡）
                        ＋５５０００円（契約時）
■月払いタイプ
B＋Cのセット 19,000円（～20㎡）（契約時）

4,000円（～20㎡）（毎月）



51８．他都市の動向 ③大家あんしん保険 51

〇孤立死等による損害保険の保険料を
行政が負担することで、高齢者等に賃
貸する大家の負担感を低減

〇保険料負担は、名古屋市、港区、品
川区等で実施されている。

■仕組み
・民間の保険会社と行政が損害保険契約を締結
・大家や管理会社が申請

■補償内容（上限等あり）
・空室損失補償
・家賃値引き損失補償
・原状回復費用
・事故対応費用
・事故再発防止費用

■保険金請求の流れ

資料：港区HP



52８．他都市の動向 ④見守りサービス無料 52

〇通報ボタンや生活リズムセンサー等による安否確認、
〇品川区、港区、広島県大崎上島町等では、利用料と駆け付け
費用も利用者負担なしで実施されている。

資料：品川区HP



53８．他都市の動向 ⑤登録補助、改修費補助等 53

〇SN専用住宅の登録報奨金
（５万円）や、登録事務を無
料で支援

〇貸主支援の各種補助メニュー
があり、必要に応じて選択可

■登録協力補助（登録協力報奨金）
（令和8年度事業規模200戸）

耐震改修補助金

住宅設備改善費補助金

見守り機器設置費等補助金

少額短期保険等保険料補助金

■貸主応援事業

■登録支援（令和8年度は未開始）

上限250万円

上限50万円

資料：東京都HP



54８．他都市の動向 ⑤文京区すまいる住宅 54

〇住宅確保要配慮者の入居を拒
まない住宅を区へ登録

〇区が資格認定した高齢者等の
入居が継続する限り、住宅
オーナーに謝礼金を支払う

〇所管は福祉政策課福祉住宅係

■オーナー謝礼加算項目（全27項目）

■登録要件（抜粋）
・家賃17万円以下
・専有面積15㎡以上
・サ高住でないこと
・仲介者が誓約

資料：文京区HP https://www.city.bunkyo.lg.jp/b016/p000751.html

■すまいる住宅の見守り体制と手厚い補助

電球見守り
（毎日）緊急通報

装置

救急対応

LSA
生活相談

室内死亡時の
費用保障（上
限50万円）

基本謝礼
（1万円/
月）

設備加算謝
礼（上限１
万円/月）



55８．他都市の動向 ⑥公営住宅の目的外使用の事例 尼崎市 55

資料：第59回住宅宅地分科会資料（2024.12.16）



56８．他都市の動向⑦公営住宅の目的外使用の事例岸和田市 56

資料：令和７年度居住支援サミット資料（R8.1）



57８．他都市の動向 ⑧学生向けの活用事例 山形県山形市 57

〇大学、県、市、公社の連携により街なかに「準学生寮」を整備
〇建物改修費補助や家賃低廉化補助（入居学生の親の収入で判断）を活用し、
空室解消と中心市街地活性化を目指した取組み

■事業スキーム

■整備後の
シェアハ
ウス



58９．民間の取組 ①サブリース方式による住宅提供 58

資料：住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する中間とりまとめ（参考資料）（令和６年２月）
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